
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記  

 

１．重要な会計方針 

 

（１） 指定金外信託の評価基準 

 

運用目的の指定金外信託：時価法（評価差額は正味財産増減として処理）によっている。 

 

（２） 引当金の計上基準 

 

１）役員退職慰労引当金については、役員への退職慰労金の支給に備えるため、期末要支給額

を計上している。 

 

    ２）選考委員退職慰労引当金については、選考委員への退職慰労金の支給に備えるため、期末

要支給額を計上している。 

 

（３） 消費税等の会計処理 

 

    消費税等の会計処理は、税込処理によっている。 

 

 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

 

（単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産         

 信託財産 1,199,189,562 0 23,943,829 1,175,245,733 

小  計 1,199,189,562 0 23,943,829 1,175,245,733 

特定資産         

 貸与奨学金 371,298,000 31,560,000 32,662,600 370,195,400 

 公益活動財源積立資産 305,112,458 0 35,279,037 269,833,421 

小  計 676,410,458 31,560,000 67,941,637 640,028,821 

合  計 1,875,600,020 31,560,000 91,885,466 1,815,274,554 

（注） 

・基本財産の当期減少額は時価評価損によるものである。 

・特定資産の貸与奨学金の当期増加額は当期貸与した奨学金であり、当期減少額は奨学金の返還及び返

還免除である。 

・特定資産の公益活動財源積立資産の当期減少額は時価評価損と理事会決議に基づく一部取崩によるも

のである。  



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

 

（単位：円） 

科  目 当期末残高 

（うち指定正味

財産からの充当

額） 

（うち一般正味

財産からの充当

額） 

（うち負債に

対応する額） 

基本財産         

 信託財産 1,175,245,733 (1,175,245,733) ― ― 

小  計 1,175,245,733 (1,175,245,733) ― ― 

特定資産         

 貸与奨学金 370,195,400 ― (370,195,400) ― 

 公益活動財源積立資産 269,833,421 ― (269,833,421) ― 

小  計 640,028,821 ― (640,028,821) ― 

合  計 1,815,274,554 (1,175,245,733) (640,028,821) ― 

 

 

４．金融商品の状況 

 

（１） 金融商品に対する取組方針 

 

当法人は、公益目的事業及び管理費の財源の一部を運用益によって賄うため、指定金外信託に

より資産運用している。なお、投機目的の取引は行わない方針である。 

 

 

（２） 金融商品の内容及びそのリスク 

 

指定金外信託は、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクにさらされている。 

 

 

（３） 金融商品のリスクに係る管理体制 

 

理事会および財産管理運用委員会において定期的に発行体の信用情報や時価を報告するととも

に関連する市場の動向を把握し、保有状況を検討している。 

 

 

５．その他 

 

貸与奨学金免除損 

「帝人久村奨学金貸与・給付及び返還・免除に関する規程」に基づき、貸与奨学金の返還を免除 

した額である。 



 

附 属 明 細 書 

 

 

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記２．基本財産及び特定資産の増減額及び

その残高に記載のとおりである。 

 

 

 

２．引当金の明細 

 

（単位：円） 

科  目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

役員退職慰労引当金 1,000,000 100,000  0  0  1,100,000 

選考委員退職慰労引当金 200,000 0  0  0  200,000 

 

 

以  上  

 


